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性犯罪における刑法の更なる改正を求める意見書 

 

 ２０１７年、性犯罪に関する刑法が１１０年ぶりに大幅に改正されました。 

 これにより、強姦罪が強制性交等罪に名称変更され、また、懲役下限の引き上げや

非親告罪化、更には監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪の新設など、一定程度の厳

罰化が図られましたが、残念ながら未だ、いくつかの問題点を包含しております。 

その一つとして、強制性交等罪の成立には、暴行・脅迫、準強制性交等罪には心神

喪失・抗拒不能が要件とされており、「検察統計調査 被疑事件の罪名別起訴人員、

不起訴人員及び基礎率の累年比較」からも分かる通り、その立証責任の高さから、刑

事告訴をしても約６割が不起訴となっており、依然として同意のない性行為をした

加害者が処罰されていない現状があります。 

また、日本での性交同意年齢は１３歳となっており、他の先進諸国と比べ低年齢で

す。更に、監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪においては、監護者に、離婚して監

護者ではない実父、教師、雇用主、ベビーシッターやコーチなどの地位や立場の者が

対象となっていません。 

加えて、同罪の被害者の適用範囲は、１８歳未満とされており、経済的に自立でき

ていない要扶助者が適用範囲に含まれておりません。 

また、性犯罪被害を受けた場合、他の犯罪と異なり、その精神的苦痛から告訴まで

に長い年月を要する場合や、幼少期に受けた性犯罪被害を認識できるようになるま

でに時間がかかる場合もあり、現行法の時効にそぐわないなど、未だ課題が残ってお

ります。 

よって、被害者救済の視点に立ったより良い制度を実現するために、国会及び政府

に対し、下記の通り性犯罪に関する刑法の早急な見直しを強く求めます。 

 

記 

１ 強制性交等罪、準強制性交等罪の成立要件に不同意も含めること。 

２ 性交同意年齢を引き上げること。 

３ 監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪の適用範囲を１８歳以上も対象に含め、

また、監護者の対象を拡大すること。  

４ 公訴時効期間の延長または撤廃 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

提出先 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、法務大臣 

 


